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第１章 実施要領について 

この「東海市庁舎改修における設計・施工一括発注プロポーザル実施要領」（以下「実

施要領」という。）は、東海市（以下「市」という。）が「東海市庁舎改修事業」（以下

「本事業」という。）に係る実施設計及び施工を一括で発注するための優先交渉権者を

公募によるプロポーザル方式により選定する（以下「本プロポーザル」という。）にあ

たり、本プロポーザルへの参加要件のほか、手続き等について必要な事項を定めるも

のである。 
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第２章 対象事業 

１ 事業の概要 

(1) 事業名称 

    東海市庁舎改修事業 

 

(2) 事業目的 

    市庁舎は、昭和 54 年（1979 年）に竣工してから 45 年が経過し各種設備等の

老朽化が進行している一方で、庁舎の機能として行政手続きのデジタル化に伴

う窓口業務や職員の働き方の変化、施設の省エネルギー化等、新たな課題に対応

する必要がある。単純な設備等の改修・更新だけではなく、時代の潮流や今後の

庁舎空間に求められる機能を考慮した上で、今後見込まれる庁舎建替えの費用

や時期、建物のライフサイクルコスト等を含め、最小の経費で最大の効果が得ら

れるよう検討を行い、将来にわたり持続可能な庁舎の整備方針を定めた「庁舎リ

ニューアル基本計画（庁舎設備等改修計画）」（以下「基本計画」という。）を令

和 5 年（2023 年）2 月に策定したものである。 

    本事業においては、基本計画に基づき、現庁舎を今後 20 年使用していくため

に必要となる改修工事を行うものであるが、市民サービスの低下を防ぐため、庁

舎機能を継続し、原則、執務したままでの工事を想定していることから、工事中

の騒音や振動等による執務エリアや周辺環境への影響をできるだけ回避する必

要がある。 

そのため、施工者のノウハウを最大限に活用し、創意工夫による仮設計画、コ

スト削減、工期短縮等を図るため、「公募型プロポーザル方式」により事業者を

選定する。また、合理的な改修を可能とするため、「設計施工一括発注方式」（Ｄ

Ｂ方式）を採用するものである。 
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(3) 事業場所等 

ア 場所      東海市中央町一丁目１番地 

   イ 敷地面積    60,947.66 ㎡ 

    ウ 用途地域    第１種住居地域 

    エ 防火指定    なし 

    オ 敷地の規制等  宅地造成工事規制区域 区域外 

             砂防指定地 指定なし 

             都市計画公園及び都市計画緑地 隣接 

カ 対象施設の概要 

  (a) 主要用途   庁舎（事務所） 

平成 31 年国土交通省告示第 98 号 別添二第 4 号第 2類 

(b) 延床面積   15,949.27 ㎡ 

            高層棟：10,287.04 ㎡ 

            低層棟： 5,662.23 ㎡ 

(c) 構造     鉄骨造及び鉄筋コンクリート造 

(d) 階数     高層棟：地下１階、地上 6 階、低層棟：地上 2 階 

(e) 竣工年月   昭和 54 年（1979 年）4月 20 日 

 

(4) 業務範囲 

    本事業の対象となる業務の範囲は次のとおりとする。具体的な業務の内容及

び詳細については、要求水準書を参照すること。 

ア 設計業務 

・耐震改修、市民ホール特定天井改修（内装改修含む）、外壁改修、空調設備

改修、照明設備改修、１階トイレリニューアルの実施設計業務 

・その他、設計業務に付随する業務 

※耐震改修の設計業務は耐震改修評定の認定を含む。 

イ 施工業務 

・耐震改修、市民ホール特定天井改修（内装改修含む）、外壁改修、空調設備

改修、照明設備改修、１階トイレリニューアルの施工業務 
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・その他、施工業務に付随する業務 

ウ 工事監理業務 

・耐震改修、市民ホール特定天井改修（内装改修含む）、外壁改修、空調設備

改修、照明設備改修、１階トイレリニューアルの工事監理業務 

・その他、工事監理業務に付随する業務 

 

(5) 事業期間等 

   ア 事業期間 

     契約締結日から令和 10 年（2028 年）3 月末まで 

イ 業務別の期間（目安） 

(a) 設計業務 

      令和 6 年（2024 年）10 月頃から令和 8 年（2026 年）3 月末日まで 

(b) 施工業務 

  ・耐震改修 

      令和 7 年（2025 年）10 月頃から令和 8 年（2026 年）3 月末日まで 

     ・耐震改修以外の改修 

 令和 8 年（2026 年）4 月から令和 10 年（2028 年）2 月末日まで 

(c)  工事監理業務 

        令和 7 年（2025 年）10 月頃から令和 10 年（2028 年）3 月末日まで 

    ※業務別の事業期間は、本市の想定であり、提案内容を拘束するものではない。 

     提案により、期間の変更及び前倒しをすることは、差し支えない。 

 

(6) 上限提案価格 

16 億 6,809 万円（消費税及び地方消費税を含む。） 

上限を上回る提案は失格とする。 

※ 設計・施工・工事監理の全体価格 
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第３章 応募に関する条件等 

１ 応募事業者の構成 

 (1) 本事業のプロポーザルに参加することができる者は、次に掲げる条件を備え

た単体企業又は共同企業体（以下「応募事業者」という。）とする。 

 (2) 応募事業者は、「３ 参加資格要件」を満たす者とする。 

 (3) 応募事業者は、設計事務所等の構成員との共同企業体での応募を行う場合、構

成員は「３ 参加資格要件」のうち、当該構成員が担当する業務に関する参加資

格要件を満たす者とする。 

 (4) 共同企業体を結成する場合は、構成員の中から共同企業体の代表者となる構

成員（以下「代表企業」という。）を定める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成イメージ

設計業務 工事監理業務 施工業務

単体企業
（分担実施）

Ｂ★〇

単体企業
（分担実施）

単体企業
（分担実施）

単体企業
（分担実施）

Ａ〇 Ｂ〇 Ｃ★〇

単体企業
（分担実施）

単体企業
（分担実施）

単体企業
（分担実施）

Ａ★〇　※施工同一 Ｂ〇 Ａ★〇　※設計同一

共同企業体
（共同実施）※２者

Ｂ★〇

Ｃ

単体企業
（分担実施）

共同企業体
（共同実施）※２者

Ｃ★〇

Ｄ

３．〇印は、各業務の主たる構成員とする。

パターン方式

単体企業 Ⅰ

Ⅱ
共同企業体

（共同実施方式）

共同企業体
（分担実施方式）

共同企業体
（併用方式）

Ⅵ

Ⅶ

Ⅷ

Ⅲ

Ｂ

単体企業
（分担実施）

Ａ〇

共同企業体（共同実施）※２者

Ⅴ

Ⅳ

２．パターンⅦ及びⅧにおいては、●印の企業が主たる設計業務及び工事監理業務を担当する。

本事業の業務区分

特記なき限り下記とする。
１．パターンⅡ～Ⅷにおいては、★印の企業を代表企業とする。

Ｃ★〇

共同企業体
（共同実施）※２者

Ａ●〇

Ｂ

単体企業
（分担実施）

Ａ〇

共同企業体
（共同実施）※２者

Ａ●〇

Ｂ

単体企業

Ａ

Ａ★〇
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２ 統括責任者等の配置 

 (1) 統括責任者の配置 

応募事業者（共同企業体の場合は代表企業）は、本事業全体についての総合的

な調整を行う統括責任者を配置すること。統括責任者は、本事業の全ての期間に

おいて従事し、全ての関係者の窓口となり、対応及び調整にあたること。 

なお、統括責任者は、施工業務の現場管理人及び監理技術者を兼ねることがで

きる。 

(2) 設計業務管理技術者の配置 

   応募事業者（共同企業体の場合は設計業務を担当する構成員）は、設計業務の

期間、設計業務を統括する管理技術者（以下「設計業務管理技術者」という。）

を配置すること。 

なお、設計業務管理技術者は、工事監理業務を統括する管理技術者（以下「工

事監理業務管理技術者」という。）を兼ねることができる。 

(3) 設計業務主任技術者の配置 

応募事業者（共同企業体の場合は設計業務を担当する構成員）は、設計業務の

期間、建築（総合）、建築（構造）、電気設備、機械設備の分野ごとに配置するこ

と。 

(4) 工事監理業務管理技術者の配置 

   応募事業者（共同企業体の場合は工事監理業務を担当する構成員）は、工事監

理業務の期間、工事監理業務管理技術者を配置すること。 

なお、工事監理業務管理技術者は、設計業務管理技術者を兼ねることができる。 

 (5) 現場代理人の配置 

    応募事業者（共同企業体の場合は施工業務を担当する代表企業）は、この契約

の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行うほか、請負代金の変

更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、東海市設計・工事等請負契約約款（以

下「約款」という。）第 13 条第 2 項の請求の受理、同条第 4 項の決定及び通知並

びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく請負者の一切の権限

を行使する現場代理人（以下「現場代理人」という。）を配置すること。 

なお、現場代理人は、統括責任者及び監理技術者を兼ねることができる。 



7 

 (7) 監理技術者の配置 

    応募事業者（共同企業体の場合は施工業務を担当する代表企業）は、建設業法

第 26 条に定める監理技術者を専任で配置すること。 

なお、監理技術者は、統括責任者及び現場代理人を兼ねることができる。 

 (8) 主任技術者の配置 

    共同企業体の施工業務を行う第 2 位の構成員は、主任技術者を施工現場に施

工業務の開始から完了まで専任で配置すること。（単体企業の場合は配置不要） 

 

  ※配置の概要 

業務内容 配置員 
配置 兼務可能

な配置員 単体企業 共同企業体 

全体業務 Ⅰ 統括責任者 必要 
必要 

（代表企業） 
Ⅴ、Ⅵ 

設計業務 

Ⅱ 
設計業務 

管理技術者 
必要 

必要 

（担当する構成員） 
Ⅳ 

Ⅲ 
設計業務 

主任技術者 
必要 

必要 

（担当する構成員） 
不可 

工事監理業務 Ⅳ 
工事監理業務 

管理技術者 
必要 

必要 

（担当する構成員） 
Ⅱ 

施工業務 

Ⅴ 現場代理人 必要 
必要 

（代表企業） 
Ⅰ、Ⅵ 

Ⅵ 監理技術者 必要 
必要 

（代表企業） 
Ⅰ、Ⅴ 

Ⅶ 主任技術者 無し 
必要（担当する 

第２位の構成員） 
不可 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

３ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加する者に必要な資格は、次のとおりとする。 

参加資格要件の基準日は本プロポーザル参加資格審査書類の提出締切日（以下

「基準日」という。）とし、各号において基準日及び期間等を指定した場合は、それ

によるものとする。 

  本プロポーザルの基準日において、市が発注する本事業の契約に係る必要な資格

を有し、次に掲げるすべての要件に該当する者でなければプロポーザルに参加する

ことができない。なお、東海市入札参加資格者名簿の登録については、技術提案書

等の提出までに完了していること。 

なお、基準日から優先交渉権者の決定までの間に次に掲げる参加資格要件を一つ

でも満たさなくなったときは入札参加資格を有していない者とみなす。 

(1) 共通する参加資格要件 

  ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当し

ない者であること。 

  イ 東海市建設工事等請負業者指名停止取扱内規に基づく指名の停止を受け、

又はこれに準ずる措置を受けている者でないこと。 

  ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始

の申立て又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の規定による再

生手続開始の申立てがなされていない者（会社更生法に基づく更生手続開始

の決定又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者で、市の再度

の入札資格審査の申請を行い、入札参加資格の認定を受けた者を含む。）であ

ること。 

  エ 警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ず

るものとして、市発注建設工事等からの排除要請があり、当該状況が継続して

いる者でないこと。 

(2) 応募事業者の参加資格要件 

  ア 単体企業は、次の要件を満たすこと。 

  (a) 基準日において、有効な直近の経営事項審査の建築一式工事の総合評定

数値が 1,300 点以上であり、かつ、経営状況分析の評定Ｙが 450 点以上で
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あること。 

  (b) 建設業法に規定する建設業許可を得てから継続して 3 年以上営業してい

ること。 

  (c) 本プロポーザルにおいて、他の共同企業体の構成員でないこと。 

  (d) 過去 10 年間（平成 26 年 4 月 1 日から参加資格審査書類を提出する前日

まで）に元請（共同企業体の場合は代表企業とする）として、延床面積 5,000

㎡以上の建築物の新築又は増築の設計業務及び施工業務の契約履行実績が

あること。 

   (e) 統括責任者は、次の要件を満たす者を配置すること。 

・単体企業に所属し、常勤で 3 か月以上の恒常的な雇用関係があること。 

    ・(d)に示す実績に係る統括責任者、設計業務管理技術者、現場代理人又は

監理技術者に従事した経験を有すること。なお、過去に所属した企業の経

験を含むものとする。 

イ 共同企業体は、次の要件を満たすこと。 

  (a) 共同企業体は 2 者以上で構成し、代表企業は、「(2)ア単体企業の要件」の

(a)(b)(c)(e)に示す要件を満たすこと。 

また、過去 10 年間（平成 26 年 4 月 1 日から参加資格審査書類を提出す

る前日まで）に元請（共同企業体の場合は代表企業とする）として、延床面

積 5,000 ㎡以上の建築物の新築又は増築の施工業務の契約履行実績がある

こと。 

  (b) 共同企業体の構成員の内、施工業務を担当する事業者は、東海市建設工事

等の入札参加資格審査及び格付要領第 7 条に規定する格付の基準がＡ等級

以上（市内業者の場合はＢ等級以上）であること。また、「(2)ア単体企業の

要件」の(c)に示す要件を満たすこと。 

  (c) 共同企業体の内、施工業務を担当する構成員の最低出資比率は、5パーセ

ント以上であること。 

   (d) 市内に本店又は支店若しくはこれに類するものを置く建設業者が、構成

員の１者以上であること。 
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(3) 各業務の参加資格要件 

  ア 設計業務及び工事監理業務（以下「設計業務等」という。）を行う事業者は

次の要件を満たすこと。 

  (a) 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条の規定に基づく一級建築士

事務所の登録がされていること。 

 (b) 設計業務を行う事業者は、過去 10 年間（平成 26 年 4 月 1 日から参加資

格審査書類を提出する前日まで）に元請（共同企業体の場合は構成員とする）

として、延床面積 5,000 ㎡以上の建築物の新築又は増築の実施設計業務の

契約履行実績があること。 

  (c) 設計業務管理技術者は次の要件を満たす者を配置すること。 

    ・設計業務等を行う事業者に所属し、常勤で 3 か月以上の恒常的な雇用関係

があること。 

・建築士法第 2 条第 2 項に規定する一級建築士の資格を有すること。 

    ・(b)に示す実績に係る実施設計業務に設計技術者として従事した経験を有

すること。なお、過去に所属した企業の経験を含むものとする。 

  (d) 設計業務主任技術者は次の要件を満たす者を配置すること。 

    ・設計業務等を行う事業者に所属し、常勤で 3 か月以上の恒常的な雇用関係

があること。 

・建築（総合）、建築（構造）、電気設備、機械設備の分野ごとに配置するこ

と。 

・建築（総合）、建築（構造）の分野を担当する主任技術者は、建築士法第

2条第 2項に規定する一級建築士の資格を有すること。 

・電気設備、機械設備の分野を担当する主任技術者は、建築士法第 2条第 5

項に規定する建築設備士又は、設備設計一級建築士の資格を有すること。 

(e) 工事監理業務を行う事業者は、過去 10 年間（平成 26 年 4 月 1 日から参

加資格審査書類を提出する前日まで）に元請（共同企業体の場合は構成員と

する）として、延床面積 5,000 ㎡以上の建築物の新築又は増築の工事監理業

務の契約履行実績があること。 

  (f) 工事監理業務管理技術者は次の要件を満たす者を配置すること。 
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    ・設計業務等を行う事業者に所属し、常勤で 3 か月以上の恒常的な雇用関係

があること。 

・建築士法第 2 条第 2 項に規定する一級建築士の資格を有すること。 

    ・(e)に示す実績に係る工事監理業務に従事した経験を有すること。なお、

過去に所属した企業の経験を含むものとする。 

  (g) 次の要件を満たす者を配置すること。 

・耐震改修に関する設計業務を行う者は、構造設計一級建築士の資格を有す

ること。 

  イ 施工業務を行う事業者は次の要件を満たすこと。 

  (a) 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 3 条第 1 項の規定により許可を受

けた建設業者で、市の入札参加資格者として登録された者であること。 

  (b) 現場代理人及び監理技術者は次の要件を満たす者を配置すること。なお、

現場代理人と監理技術者は兼ねることができる。 

・施工業務を行う事業者に所属し、常勤で 3 か月以上の恒常的な雇用関係が

あること。 

・監理技術者は、建設業法に基づく監理技術者証及び監理技術者講習会修了

証を有していること。 

･監理技術者は、過去 10 年間（平成 26 年 4 月 1 日から参加資格審査書類を

提出する前日まで）に元請（共同企業体の場合は構成員とする）として、

延床面積 5,000 ㎡以上の建築物の新築又は増築の施工業務に従事した経験

を有すること。なお、監理技術者、主任技術者又は現場代理人としての経

験とする。また、過去に所属した企業の経験を含むものとする。 

・現場代理人及び監理技術者は、契約後、他の工事に従事しても良いが本事

業の打合せ等には参加すること。現場施工に着手するまでの期間（現場事

務所の配置、資機材の搬入、仮設工事等が開始されるまでの間）について

は専任を要しない。 

  (c) 主任技術者は次の要件を満たす者を配置すること。（共同企業体のみ） 

・国家資格を有すること。 

・施工業務を行う事業者に所属し、常勤で 3 か月以上の恒常的な雇用関係が
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あること。 

 

４ 参加不適格者及び欠格条件 

(1) 参加表明書等を提出した応募事業者又は再委託先の事業者に所属する者が、

東海市庁舎改修における設計・施工一括発注プロポーザル審査委員会（以下「審

査委員会」という。）の審査委員又は関係者と直接又は間接を問わず、本件に関

し故意に本プロポーザルに関する接触を求めたときは失格とする。 

(2) 提出物が次のいずれかに該当する場合は失格となる場合がある。 

ア 提出方法、提出先、提出期限に適合しない場合。 

イ 指定する様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しない場合。 

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合。 

エ 記載すべき事項以外の内容が記載されている場合。 

オ 提出書類に虚偽の記載又は不正がある場合。 

なお、優先交渉権者決定後に虚偽又は不正の事実関係が判明した場合にお

いても失格とする。 

(3) 提案価格の金額が上限提案価格を超えた場合。 

 (4) その他、審査委員会が不適切と判断した場合。 
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第４章 事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 募集及び選定方式 

本プロポーザルは、事業者が持つ高度な技術を設計に反映させるため、応募事業

者に対して、技術提案等を求め、提出された技術提案等について、プレゼンテーシ

ョン及びヒアリング（以下「プレゼンテーション等」という。）を実施し総合的に評

価する「公募型プロポーザル方式」とする。 

 

２ 募集及び選定のスケジュール 

  事業者の募集及び選定のスケジュールは、次のとおりとする。 

項 目 日 程 

公告、実施要領等の公表 令和６年５月７日（火） 

図面等の配布 

参加表明書等の提出期限 
令和６年５月７日（火）～５月２９日（水） 

参加表明書等に関する質疑受付 令和６年５月８日（水）～５月１５日（水） 

質疑回答期限 令和６年５月２２日（水） 

参加資格審査（一次審査）の実施 令和６年５月３０日（木） 

参加資格審査結果の通知 令和６年５月３１日（金） 

技術提案書等に関する質疑受付 令和６年６月３日（月）～６月１４日（金） 

現地見学会 令和６年６月４日（火）、６月５日（水） 

質疑回答期限 令和６年６月２４日（月） 

技術提案書等の提出期限 令和６年６月３日（月）～７月２６日（金） 

技術提案審査（二次審査）の実施 令和６年８月２日（金） 

優先交渉権者の通知、公表 令和６年８月８日（木） 

事業仮契約の締結 令和６年８月下旬 

事業契約の締結 令和６年９月下旬 

 

 ３ 優先交渉権者の審査及び選定、決定の方法 

   優先交渉権者の審査及び選定、決定は、「東海市庁舎改修における設計・施工一

括発注プロポーザル審査基準書」（以下「審査基準書」という。）に基づき行うも

のとする。 
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４ 優先交渉権者の通知、公表 

   優先交渉権者の選定結果は、令和 6 年（2024 年）8 月 8日（木）までに、電子

メール、通知文の郵送及び市ホームページに掲載し、公表する。 

なお、選定に関する問合せや異議申し立ては一切受け付けないこととする。 

 

５ 事業者を選定しない場合 

事業者の募集、評価及び事業者の選定において、最終的に応募事業者がいない

場合、又はいずれの応募事業者の提案によっても公的財政負担の縮減の達成が見

込めないなどの理由により、優先交渉権者を選定しない場合がある。その場合は、

この旨を速やかに市ホームページに掲載し、公表する。 
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第５章 応募に関する手続き等 

１ 図面等の交付 

図面等の配布は、次のとおり行う。なお、配布する図面等の内容と実際の状況の

整合について、市は保証するものではない。 

(1) 配布期間 

令和 6 年（2024 年）5 月 7 日（火）から同年 5 月 29 日（水）まで（土曜日、

日曜日、祝日を除く。） 

午前 9 時から正午まで及び午後 1時から午後 4 時まで 

(2) 配布場所 

東海市役所 庁舎 4 階 建築住宅課 

(3) 配布方法 

図面等の配布はＰＤＦファイル等にて行うので、電磁記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ等）

又は、電子メールにて配布するもの。 

なお、電磁記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ等）の場合には、事前に事務局へ電話連絡の

上、書き込みのできる未使用の電磁記録媒体（ＤＶＤ－Ｒ等）を持参すること。

ＵＳＢメモリ等は、使用できない。 

配布資料の複写及び転載を禁止とし、関係者以外に漏洩しないよう厳重に管

理し処分すること。 

配布後、速やかに、本章２「参加資格審査の提出資料及び質疑等に関する事項」

(1)提出書類等に示す、様式１－14「秘密保持に関する誓約書」を提出すること。 

(4) 配布する図面等 

ア 庁舎竣工図                       （PDF 506.0MB） 

イ 庁舎竣工図（工事区分リスト追記事項）          （PDF  17.3MB） 

ウ 庁舎空調設備図面（ダクト配管図、機械室）       （PDF  73.6MB） 

エ 庁舎空調設備図面（自動制御設備）               （PDF  34.2MB） 

オ 庁舎電気設備図面                               （PDF 198.1MB） 

カ 庁舎設備図面(給排水、消火設備)                 （PDF  62.5MB） 

キ 平成 26 年度庁舎熱源設備更新工事設計図及び竣工図 （PDF  61.9MB） 

  ク 庁舎アスベスト含有調査結果報告書               （PDF  18.2MB） 
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   ケ 平成 29 年度庁舎耐震診断等結果報告書           （PDF 528.4MB） 

  コ 令和元年度庁舎外壁診断調査報告書            （PDF  45.1MB） 

サ 令和３年度庁舎高層棟東側外壁改修工事竣工図    （PDF   1.1MB） 

シ 庁舎現況図面                   （PDF   881KB） 

   ス 諸元表（所要室一覧）                           （PDF   162KB） 

 

２ 参加資格審査の提出資料及び質疑等に関する事項 

応募事業者は、参加資格を満たすことを証明するため、次のとおり必要書類を市

に提出すること。 

(1) 提出書類等 

様式 名称 

ア 

１－１－１ 参加表明書（単体企業の場合） 

１－１－２ 参加表明書（共同企業体の場合） 

１－１－３ 企業概要書 

イ １－２ 実施体制 

ウ １－３ 統括責任者の経験 

エ １－４ 設計業務管理技術者の資格及び経験 

オ １－５ 工事監理業務管理技術者の資格及び経験 

カ １－６ 設計業務主任技術者の資格 

ク １－７ 現場代理人及び監理技術者の資格及び経験 

ケ １－８ 主任技術者の資格（共同企業体のみ） 

コ １－９ 構造設計一級建築士の資格所有者 

サ １－10 設計業務の実績 

シ １－11 工事監理業務の実績 

ス １－12 施工業務の実績 

セ １－13 ＺＥＢを実現した工事の設計・施工実績 

ソ １－14 秘密保持に関する誓約書 

タ １－15 参加資格要件チェックリスト 

チ １－16 共同企業体協定書（共同企業体の場合）  

ツ １－17 共同企業体委任状（共同企業体の場合） 
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テ その他 納税証明書（市町村税、都道府県税及び国税） 

特定建設業の許可証の写し 

財務諸表（賃借対照表・損益計算表）/監査報告書 

経営事項審査結果通知の写し 

会社の沿革及び組織が分かる書類（パンフレット可） 

 (2) 作成要領 

提出書類等については、それぞれ次の内容に留意して作成すること。 

    ア 共通事項 

(a) 各様式については、様式ごとに提示している事項に準じた上で、必要に

応じて記入枠の調整、罫線、段組等を編集して作成すること。また、各様

式において記載欄が不足している場合には、適宜、該当様式の記載事項を

追加すること。 

    (b) 提出図書は、片面印刷とすること。 

    (c) 余白は、上 25 ㎜、下 17 ㎜、左右 24 ㎜とする。 

    (d) 文字の大きさは 12pt とする。字体等については任意とする。 

イ 参加表明書（様式１－１－１及び様式１－１－２） 

(a) 単体企業の場合は、様式１－１－１を使用すること。 

(b) 共同企業体の場合は、様式１－１－２を使用し、共同企業体協定書（参

考様式１－16）及び共同企業体委任状（参考様式１－17）も同時に提出す

ること。 

(c) 担当者連絡先に本プロポーザルの連絡担当者となる者を記載すること。

今後、事務局から連絡する際は、記載された者に連絡する。なお、統括責

任者でなくても良い。 

ウ 企業概要書（様式１－１－３） 

単体企業又は共同企業体（構成する事業者ごと）は、企業の概要を記載す

ること。 

  エ 実施体制（様式１－２） 

    様式１－３から様式１－９までの内容と相違ないよう記載すること。 

オ 統括責任者等の配置員の資格及び経験（様式１－３から様式１－９まで） 
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 (a) それぞれの様式に定める配置予定者を記載すること。なお、設計業務主

任技術者は、建築（総合）、建築（構造）、電気設備、機械設備の分野ごと

に記載すること。 

  (b) 「第３章 応募に関する条件等」に定める配置要件を満たす資格及び経

験を記載すること。（設計業務主任技術者、現場代理人、主任技術者、構造

設計一級建築士の資格所有者の経験は記載不要） 

   (c) 配置予定者の資格、免許等に係る書類の写しを添付すること。 

(d) 配置予定者の直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できる書類の写しを添

付すること。 

 (e) 参加表明時における他工事の従事状況等は、参加表明時に従事している

全ての計画・工事について記載すること。当該工事の従事状況等に関して

は、テクリス、コリンズ又は契約書の写しは必要ない。 

   カ 設計業務、工事監理業務、施工業務の実績（様式１－10 から１－12 まで） 

過去 10 年間（平成 26 年（2014 年）4 月 1 日以降に契約し、完成したもの

に限る。）に元請（共同企業体の場合は構成員とする）として、延床面積 5,000

㎡以上の建築物の新築又は増築の各業務を確認できる当該契約書の写し（工

事名称、契約金額、工期、発注者及び請負者の確認できる部分）又は当該工

事・業務実績情報システム（コリンズ・テクリス）の登録データの写し又は

内容を確認できる設計図書等の写しを添付すること。 

キ ＺＥＢを実現した工事の設計・施工実績（様式１－13） 

 過去 10 年間（平成 26 年（2014 年）4 月 1日以降に契約し、完成したもの

に限る。）に元請（共同企業体の場合は構成員とする）として、ＺＥＢを実現

した工事がある場合は、確認できる書類（当該契約書（工事名称、契約金額、

工期、発注者及び請負者の確認できる部分）又は当該工事・業務実績情報シ

ステム（コリンズ・テクリス）の登録データ又は内容を確認できる設計図書・

ＺＥＢ認証・省エネ適合性判定書の写し等）を添付すること。 

ク 参加資格要件チェックリスト（様式１－15） 

 チェックリストに基づき、書類を確認し、各書類を提出すること。また、

チェックリストも記載し提出すること。 



19 

 (3) 提出方法等 

    ア 提出場所 

 東海市役所 庁舎４階 建築住宅課 

    イ 提出日 

令和 6 年（2024 年）5 月 29 日（水）午前 9 時から正午まで及び午後 1 時か

ら午後 4 時までとする。 

    ウ 提出方法 

       持参とする。なお、郵便等による提出は認めない。 

  エ 提出部数 

秘密保持に関する誓約書、共同企業体協定書、共同企業体委任状、納税証

明書の写しについては、各１部提出すること。 

その他の様式は、様式順にクリップ止めしたものを３部提出することとし、

ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒで電子データ（ＰＤＦ形式及び様式のデータ形式）

も合わせて提出すること。 

(4) 費用負担 

   提出書類の作成及び提出に係る費用は、応募事業者の負担とする。 

(5) 質疑回答 

参加表明書等に関する質疑を次のとおり受け付ける。なお、質疑は、本実施要

領及び配布資料に関することとし、それ以外の事項についての質疑は受け付けな

い。また、質疑回答は全て文書によるものとする。 

 ア 提出方法 

質疑書（様式２－１）に記入の上、事務局へ電子メールで提出すること。な

お、他の方法による質疑は、受け付けない。また、件名は「東海市庁舎改修事

業（参加表明書等）質疑【●●】（●●は提出者名）」と記載すること。 

  イ 提出期限 

令和 6 年（2024 年）5 月 8 日（水）から同年 5 月 15 日（水）正午まで 

なお、提出後は電話にて電子メールの受信を確認すること。 

  ウ 回答期限及び回答方法 

質疑に対する回答は、令和 6 年（2024 年）5 月 22 日（水）までに市ホームペ
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ージにて掲示する。 

(6) 参加資格審査結果の通知 

提出書類に基づいて参加資格審査を行い、技術提案等に進む応募事業者を選

定する。「第３章 応募に関する条件等」に定める参加資格要件を満たす者であ

るかを確認した後、それぞれの応募事業者に対し、令和 6 年（2024 年）5 月  

31 日（金）までに参加資格審査結果を電子メール及び通知文の郵送で通知する。 

また、応募事業者が５者以上あった場合は、参加表明書等に記載の実績等に

基づき、事務局にて参加資格を評価し、上位４者を合格者とする。いずれも、

問い合わせ、異議申し立ては一切受け付けない。 

 

３ 現地見学会 

  現地見学会の希望者は、参加資格審査結果通知後に、現地見学会参加申込書（様

式２－２）を事務局へ電子メールで提出すること。また、件名は「東海市庁舎改修

事業に係る現地見学会参加申込【●●】（●●は提出者名）」と記載すること。 

 (1) 見学方法 

    見学は、事務局の立ち合いの下、実施する。 

(2) 実施期間 

令和 6 年（2024 年）6 月 4 日（火）及び同年 6 月 5 日（金） 

午前の部：午前 9時から正午まで 

午後の部：午後 1時から午後 4 時まで 

(3) その他 

現地視察での口頭質疑は、一切対応しない。 

    参加人数が多数の場合は、人数を制限する場合があるもの。 

 

４ 参加辞退に関する提出書類 

参加資格審査の結果、参加資格要件を満たすとされた応募事業者が参加資格審査

結果通知後以降に参加を辞退する場合は、令和 6 年（2024 年）6 月 14 日（金）午後

4時まで（土曜日、日曜日、祝日を除く。）に、参加辞退届（様式３）を事務局に持

参すること。なお、郵送等による提出は認めない。 
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５ 技術提案審査の提出資料及び質疑等に関する事項 

 応募事業者は、提案書類を次のとおり市に提出すること。 

(1) 提案書類等 

様式 名称 体裁 

ア ４－１ 技術提案申請書 A4 1枚 

イ ４－２ 事業全体に関する提案 A3 横 

3 枚 ・設計・施工に係る計画、体制、工程の妥当性 

・モニタリングの実施体制 

・コスト増加を抑えるコストコントロール手法 

・市内地域経済への貢献 

ウ ４－３ 改修工事に関する提案 A3 横 

4 枚 

添付資

料含む 

・市民ホール特定天井及び内装改修に関する提案 

添付資料：内装改修の様子が分かる内観パース図 

・空調設備改修に関する提案 

 添付資料：各階ゾーニング図、全体機能図 

・１階トイレリニューアルに関する提案 

 添付資料：１階トイレ平面図（レイアウト図） 

・環境に配慮した提案 

エ ４－４ その他の提案 A3 横 

1 枚 

オ ４－５ 概算事業費見積提出書 A4 1枚 

カ ４－６ 概算事業費見積書・内訳書 A4 2枚 

キ ４－７ 提案書類チェックリスト A4 1枚 

ク その他 ・耐震改修工法のわかる図面等資料 

・外壁改修のわかる図面等資料 

・照明設備改修のわかる図面等資料 

A3 横 

2 枚 

   ※体裁について、記載の枚数以内で提出すること。 

(2) 作成要領 

提案書類等については、それぞれ次の内容に留意して作成すること。 
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ア 共通事項 

(a) 各様式については、様式ごとに提示している事項に準じた上で、必要に応

じて記入枠の調整、罫線・段組等を編集し作成すること。また、各様式にお

いて記載事項が不足している場合には、適宜、当該様式に記載事項を追加す

ること。 

 (b) 提出図書は、片面印刷とすること。 

(c) 技術提案書に記述した提案は、技術提案書の審査・プレゼンテーション・

ヒアリング等を通じて採用される。応募事業者が本事業の受注者として選

定された場合には、受注者は技術提案書に記述した提案について、技術提案

内容の適用判断および設計に反映させるために必要となる提案部分に関す

る機能、性能、適用条件等の技術情報並びに見積り及び見積根拠に関する情

報を本市へ提示すること。なお、技術提案の採用に関して疑義が生じた場合

は、発注者と協議するものとする。 

   (d) 審査を公平に行うため、応募事業者が特定できる記述（自社の名称、自社

が請け負った工事が容易に特定できる内容等）は避けること。 

(e) 提出書類は、その各項目における必要記載事項又は提案事項がない場合

でも提出すること。その場合は、「記載に該当する内容がありません。」又は

「記載に該当する提案がありません。」等とそれぞれの様式に記載すること。

なお、白紙提出とみなされる書類は未提出扱いとなり、失格となる場合があ

るので注意すること。 

   イ 技術提案書（様式４－２、様式４－３、様式４－４） 

技術提案書の作成にあたっては、要求水準書の内容を踏まえ、審査基準書の

４(4)ア「技術提案の評価項目と配点」に示す内容について提案すること。 

  余白及び文字の大きさ、字体、レイアウト等については任意とする。なお、

イラスト等に含まれる文字についてはこの限りではないが、判読が困難である

場合は当該部分を評価できないことがある。 

   ウ 概算事業費見積書・内訳書（様式４－６） 

(a) 要求水準書の内容を承知した上で、要求水準書に表記されていない場合

でも、本工事を完成するのに必要な全ての材料及び作業並びに施工上当然
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必要とされる内容を想定し、概算事業費見積書及び内訳書に反映すること。

また、消費税及び地方消費税を含む金額を記載すること。必要に応じて、見

積項目を追加・修正すること。マイクロソフト社製の Excel データも併せて

提出すること。 

(b) 本見積作業に関して、協力会社、メーカーと接触する場合は、情報の漏洩

に重々気を付けること。なお、情報漏洩した場合は、契約解除もあり得る。 

   (c) 請負範囲の労災保険については施工予定者にてその負担を見込むこと。 

 (d) 廃棄物の処理については、自由処分以外（産業廃棄物）は専門処理業者に

処理させること。請負った施工者の責任において「建設リサイクル法」、「産

業廃棄物及び清掃に関する法律」及びその他の関係法令を厳守し、行政の指

導に従って処理すること。 

 (e) 設計業務、施工業務及び工事監理業務の合計金額が上限提案価格を超えた

場合は、失格とする。 

 (3) 提出方法等 

  ア 提出場所 

        東海市役所 庁舎４階 建築住宅課 

  イ 提出期間 

令和 6 年（2024 年）6 月 3 日（月）から 7 月 26 日（金）まで（土曜日、日

曜日、祝日を除く。） 

午前 9 時から正午まで及び午後 1時から午後 4 時まで 

   ウ 提出方法 

     持参とする。なお、郵便等による提出は認めない。 

   エ 提出部数 

様式順にクリップ止めしたものを提案書類チェックリスト（様式４－７）に

示すとおりに提出することとし、ＣＤ－Ｒで電子データ（ＰＤＦ形式及び様式

のデータ形式）も合わせて提出すること。 

(4) 費用負担 

提出書類の作成及び提出に係る費用は、応募事業者の負担とする。 
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(5) 質疑回答 

技術提案審査等に関する質疑を次のとおり受け付ける。なお、質疑は、本要領

及び配布資料に関することとし、それ以外の事項についての質疑は受け付けな

い。 

  ア 提出方法 

    質疑書（様式５）に記入の上、事務局へ電子メールで提出すること。なお、

他の方法による質疑は、受け付けない。また、件名は「東海市庁舎改修事業（技

術提案書等）質疑【●●】（●●は提出者名）」と記載すること。 

  イ 提出期限 

令和 6 年（2024 年）6 月 3 日（月）から 6 月 14 日（金）正午まで（必着と

する。） 

なお、提出後は電話にて電子メールの受信を確認すること。 

   ウ 回答期限及び回答方法 

     質疑に対する回答は、令和 6年（2024 年）6月 24 日（月）までに東海市ホ

ームページにて掲示する。 

(6) 技術提案審査に係るプレゼンテーション等 

   応募事業者による技術提案書等のプレゼンテーションを行い、審査委員によ

る質疑等のヒアリングを行う。 

ア 実施日 

     令和 6年（2024 年）8 月 2 日（金） 

イ 応募事業者による提出書類の説明（プロジェクター使用等による２０分以内

のプレゼンテーション）と審査委員会による１０分程度のヒアリングを行う。 

ウ プレゼンテーション等は、応募事業者が提出した技術提案書により本事業の

統括責任者又は設計業務管理技術者又は工事監理業務監理技術者が行うもの

とし、各自で用意したパソコンを用いて説明すること。また、追加資料等の配

布及び提出された技術提案書以外の内容は認めない。ただし、技術提案書に記

載された文章、スケッチ等の範囲であれば、拡大用紙（パネル）、ビデオプロ

ジェクター静止画像を使用することは可とする。 

エ プレゼンテーション等への出席者は、本事業の統括責任者又は設計業務管
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理技術者又は工事監理業務監理技術者を含む合計５名以内とする。なお、やむ

を得ない場合に限り、代理者の出席を認める。 

オ プレゼンテーション及びヒアリングの実施場所、実施時刻、その他詳細につ

いては、後日通知する。 

 

６ 応募にあたっての注意事項 

(1) 使用する言語、通貨及び単位 

使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法（平成

4年法律第 51 号）に定めるものとする。 

(2) 費用負担等 

提出書類の作成及び提出並びにプレゼンテーション等に係る費用は、全て応

募事業者の負担とする。 

(3) 提出書類の訂正等 

一度提出された書類等の訂正及び差替え等は原則認めない。ただし、軽微な誤

り等を修正するもので発注者が認めたもの、又は発注者が指示するものは除く。 

(4) その他 

  ア 本プロポーザルに関する事項について、その内容に変更又は追加がある場

合は応募事業者に対して別途通知する。 

  イ 配置した統括責任者等の変更は原則として認めない。ただし、特別な事情が

ある場合に限り、発注者と協議の上、同等の実績を有し発注者が適当と判断す

る代替者を配置する場合に認めるものとする。 

  ウ 配置する統括責任者等はあくまで予定者であるため、複数人を候補者とし

て参加表明することを可とする。その場合、参加資格審査において提出する書

類は、その人数分を提出すること。なお、施工実績による評価は、最低点とな

る者を評価対象とする。 

  エ 市が、配置された統括責任者等が不適当であるとみなした場合、応募事業者

は速やかに適切な措置を講じること。 

 

 



26 

７ 提出書類及び図書の取扱い 

(1) 提出された書類及び図書については一切返却しない。 

(2) 応募書類等については、他の応募事業者に知られることのないよう市が責任

をもって厳重に保管する。 

(3) 優先交渉権者になれなかった者の提案については、その者の了承を得ること

なく、その全部又は一部を採用することはない。 

(4) 提出後の提出書類の追加・修正は認めない。 

(5) 応募事業者から提出された提案書の著作権は各応募事業者に帰属する。ただ

し、市が必要と認める場合は、応募事業者と協議の上、無償で使用することがで

きるものとする。 

(6) 提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠件、商標権等の日本国及び日本

国以外の国の法令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている事業手

法、工事材料、施工方法等を使用した結果生じた責任は、応募責任者が負うもの

とする。 
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第６章 責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

 １ 基本的な考え方 

   本事業における責任分担の基本的な考え方は、市と事業者が適正にリスクを分

担することにより、低廉で質の高いサービスを長期の契約期間において確実に提

供することを目指すものであり、設計、施工、工事監理の責任は、原則として事

業者が負うものとする。 

ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項については、市が責任を

負うものとする。 

 

 ２ 予想されるリスクと責任分担 

   市と事業者とのリスク分担は、原則として次の表に示すとおりであり、事業者

は負担すべきリスクを想定した上で、提案を行うこと。 

なお、約款との齟齬がある場合には、約款を上位とする。 

リスクの種類 No リスクの内容 

負担者 

備考 
発

注

者 

受

注

者 

共
通 

プロポーザル参加 

手続き等リスク 

１ 

プロポーザル時に発注

者が提示するプロポー

ザル用資料の誤り 

〇  

 

２ 

発注者の帰責事由によ

り落札者と契約締結が

できない、又は手続きに

時間がかかる場合 

〇  

 

３ 

受注者の帰責事由によ

り発注者と契約が締結

できない、又は手続きに

時間がかかる場合 

 〇 

 

制度関連 

リスク 

法令関連 

リスク 

４ 

本工事に係る根拠法令

の変更、新たな規制の立

法等 

〇  

契約前に

確認でき

るものは

受注者の

負担 

５ 
消費税率が変更された

ことによる費用の増加 
〇  

 

許認可等

の取得 
６ 

本工事の実施にあたっ

て、発注者が取得すべき
〇  
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許認可等の遅延等によ

る費用の増加 

７ 

本工事の実施にあたっ

て、受注者が取得すべき

許認可等の遅延等によ

る費用の増加 

 〇 

 

社会 

リスク 

住民等の 

要望活動 

８ 

本施設を整備すること

そのものに対する地域

住民の要望活動、訴訟等

に起因する費用の増加

等 

〇  

 

９ 

受注者が行う業務全般

に関する地域住民等の

要望活動、訴訟等に起因

する費用の増加等 

 〇 

 

環境の 

保全 
10 

受注者が行う業務全般

に起因する環境問題（騒

音、振動、有害物質排出

等）に関する対応 

 〇 

 

第三者 

賠償 

11 

発注者の帰責事由によ

る事故等により第三者

に与えた損害 

〇  

 

12 

受注者の帰責事由によ

る事故等により第三者

に与えた損害 

 〇 

 

13 

通常避けることのでき

ない騒音、振動、地盤沈

下、地下水の断水、臭気

の発生等によって第三

者に損害を与えたこと

により生じた損害 

△ △ 

分担比率

は協議の

上、発注者

にて決定 

経済 

リスク 

物価の 

変動 
14 物価の変動 △ △ 

分担比率

は協議の

上、発注者

にて決定 

債務不履 

行リスク 

本業務の 

中止、延期 

15 
発注者の指示等による

本業務の中止、延期 
〇  

 

16 

上記以外の事由による

本業務の中止、延期（不

可抗力リスクを除く） 

 〇 

 

構成員に 

関する 

リスク 

17 

受注者の構成員及び協

力企業の業態悪化等に

起因し、本工事の実施が

 〇 
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困難となった又は遅延

した場合 

不可抗力リスク 18 

暴雨、豪雨、洪水、高潮、

地震、地すべり、落盤、

火災、騒乱、暴動、その

他の自然災害又は人為

的な事象による遅延 

〇 △ 

損害額の

算定は約

款第 30 条

による 

設
計
段
階 

設計 

リスク 

各種調査 

リスク 

19 

発注者が提示した現況

図等が現状と著しく異

なっていた場合 

〇  

 

20 

受注者が実施した各種

調査等に不備があった

場合 

 〇 

 

設計 

リスク 

21 

発注者が提示した設計

に関する与条件又は設

計図書関連資料の内容

に不備があった場合 

〇  

 

22 
受注者が実施した設計

に不備があった場合 
 〇 

 

設計変更 

リスク 

23 

発注者の指示により、設

計図書関連資料と異な

る内容の設計変更をお

こなったことによる工

事の遅延や工事費用等

の増加 

〇  

 

24 

受注者の事由によって

設計変更したことによ

る工事の遅延や設計・工

事費用等の増加 

 〇 

 

施
工
段
階 

施工 

リスク 

工事完了 

の遅延 

25 

発注者の帰責事由によ

り契約期日までに工事

が完了してない場合 

〇  

 

26 

受注者の帰責事由によ

り契約期日までに工事

が完了してない場合 

 〇 

 

工事監理 27 工事監理に関するもの  〇 
 

工事費 

増減 

28 
発注者の帰責事由によ

る工事費の増加 
〇  

 

29 
受注者の帰責事由によ

る工事費の増加 
 〇 

 

要求水準 

書等未達 
30 

完了検査等において、設

計図書関連資料未達の
 〇 
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箇所や施工不良部分が

発見された場合 

施工に 

よる損害 

31 

施工により既設建物損

傷やインフラ断絶を及

ぼした場合の復旧・補修

等関連費用 

 〇 

 

32 

引き渡し前に工事目的

物・関連工事に関して生

じた損害 

 〇 

 

    ※〇：リスクを負担する。 △：リスクを分担する。 
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第７章 契約に関する事項 

１ 契約手続き 

 本プロポーザルはあくまで優先交渉権者を選定するものであり、契約を約するも

のではない。なお、契約（予定）の条件は次のとおりとする。 

(1) 市は、本プロポーザル終了後に優先交渉権者から見積徴収を行い、その金額が

発注者の予定価格の範囲内であった場合は、事業期間等の契約条件を確認の上、

優先交渉権者を業務請負契約の相手方（以下「請負者」という。）として、当該

見積金額に消費税及び地方消費税を加算した金額をもって仮契約を締結する。 

(2) 仮契約締結後、地方自治法（昭和２２年法律６７号）第９６条第１項第５号及

び東海市議会の議会に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和４４年東海市条例第２７号）第２条に定めるところにより議会の議決を得た

上、本契約を締結する。 

 (3) 市は、実施設計完了後に請負者と当該工事費に係る単価を協議し、単価合意書

を作成の上、合意するものとする。 

 (4) 優先交渉権者が、本契約の締結前までに資格要件のいずれかの要件を満たさ

なくなった場合及びその他事由において優先交渉権者と本契約を締結できない

事態となった場合には、当該優先交渉権者の優先交渉権を取り消し、次点者を優

先交渉権者とする。なお、本プロポーザル応募事業者は、価格等の交渉において

知り得た情報を秘密情報として保持するとともに、これにかかる秘密情報を第

三者に漏らしてはならない。 

 

２ 契約の概要 

  本契約は、約款及び提案内容に基づき締結するものであり、事業者が遂行すべき

設計業務、施工業務、工事監理業務に関する業務内容や金額、支払い方法等を定め

る。 

 

３ 契約金額 

 契約金額は、提案上限価格（消費税額及び地方消費税を含む。）を超えない範囲で、

提案価格を踏まえ、市と優先交渉権者の間の契約金額に係る交渉により決定する。 
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４ 契約保証金 

約款を参照とすること。 

 

５ 支払条件 

支払条件については、東海市契約規則（昭和 44 年 4 月 1 日規則第 11 号）及び約

款の規定に基づき支払うものとする。 

(1)  支払限度額 

支払限度額は、以下のとおり想定しているが、提案内容、実施設計後に変更す

ることがある。 

年度 支払限度額 支払条件 

令和６年度 0 円 ※１ 

令和７年度 設計業務      44,430,000 円 前金払、完了払 

施工業務    22,000,000 円 前金払、完了払 

工事監理業務    260,000 円 完了払 

令和８年度 施工業務    372,740,000 円 前金払、出来高払、完了払 

工事監理業務   4,360,000 円 完了払 

令和９年度 施工業務   1,210,160,000 円 前金払、出来高払、完了払 

工事監理業務   14,140,000 円 完了払 

合 計    1,668,090,000 円  

   ※１：令和６年度は、設計業務を予定しているが、出来高の想定がないため、

支払いしないものとする。 

(2) 支払条件における特記事項 

  ア 設計業務の前払金の率は、１０分の３とする。ただし、令和６年度の設計業

務の前金払はしない。 

イ 施工業務の前払金の率は、１０分の４とする。 

ウ 工事監理業務の前金払はしない。工事監理業務完了時に適法な請求を受理し

た日から３０日以内に支払う。 

 (3) 部分払出来高検査及び中間検査  

ア 部分払の請求があった場合、出来高を査定するために本市が検査を行う者
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として定めた職員（以下、「検査員」という。）が、部分払出来高検査を行う。  

イ 本事業の中間段階において、履行状況を確認するために、検査職員の検査を

行う場合がある。この場合、受注者は統括責任者、現場代理人、監理技術者及

び検査員が指名する者を同席させること。  

 

６ 設計変更の取り扱いについて 

 (1) 契約金額を変更する場合 

  ア 本市は、工期中に次の事由により要求水準書等の見直し、その変更を行うこ

とがあるものとし、契約金額の変更の対象とする。 

    ・法令等の改正により、業務内容が著しく変更されたとき。 

・災害、事故等により、特別な業務内容が常時必要なとき、又は業務内容が著

しく変更されたとき。 

・本市の事由により、業務内容変更が必要なとき。 

・設計段階において要求水準書に定めるもの及び請負者が技術提案したもの

であって本市が採用したものにおいて、請負者からＶＥ提案またはＣＤ（コ

ストダウン）の提案が示され、本市と協議の上、本市が適当と判断したとき。 

・その他、業務内容変更が特に必要と認められるとき。 

イ 要求水準書等の見直しに当たり、本市は事前に請負者へ通知する。見直し

に伴い要求水準書等を変更する場合で、契約金額の変更が発生したときは、

これに必要な契約変更を行う。 

ウ 契約金額の変更を伴う変更契約を締結する場合など、東海市議会の議決等

が必要な場合は、議会の議決等の後、本変更契約となるため、本変更契約前

に、変更箇所に着手することができないもの。 

エ 契約金額の変更方法等については、約款の第２５条に規定のとおりとする。 

(2) 契約金額を変更しない場合 

単価合意書の内容と実際の施工との数量等の相違、本市の指示による要求水

準書の内容変更に該当しない設計変更については、契約金額の改定には該当せ

ず、受注者の責任・負担とする。 
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７ 設計変更以外の契約金額の変更について 

 約款の第２６条に規定のとおりとする。 

 

８ 事業者の事業契約上の地位 

  市の承諾がある場合を除き、事業者は事業契約上の地位及び権利義務を譲渡、担

保提供のその他の方法により処分してはならない。 
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第８章 その他 

１ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

 市は、本事業に関する法制上及び税制上の措置等は想定していない。 

 市は、事業者による業務実施に必要な許認可等の取得に関し協力する。 

 

２ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

 市は、本事業に関する財政上及び金融上の支援等は想定しておらず、財政上及び

金融上の提案については、事業者が自らのリスクで実行すること。 

 市は、事業者に対する補助金、出資等の支援は行わないが、市が行う起債や補助

金の申請に係る手続き等が発生した場合については、必要な協力を行うこと。 

  

３ 継続が困難となった場合の措置 

 本事業において、事業の継続が困難となった場合の措置は契約書等に定める。 

 

４ 情報公開及び情報提供 

 本事業に関する情報は、適宜、市ホームページにおいて公表する。 

 本プロポーザルにおける公表の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 参加者数 

(2) 優先交渉権者名（優先交渉権者以外の事業者名は非公開） 

(3) 評価点などの審査結果 

 

５ 実施要領に関する問い合わせ 

  実施要項に関する問い合わせ先は次のとおりとする。 

  担当  東海市役所 総務部   検査管財課 

都市建設部 建築住宅課 

  住所  〒476-8601 愛知県東海市中央町一丁目１番地 

  電話  052-603-2211、0562-33-1111 

  FAX   052-603-4000 

  E-mail  kensa@city.tokai.lg.jp 

kenchiku@city.tokai.lg.jp 

  受付時間 土曜日、日曜日及び祝休日を除く 9 時～17 時（12 時～13 時を除く） 

mailto:kensa@city.tokai.lg.jp

